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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 6,236 10.0 △352 － △379 － △874 －

2022年３月期 5,671 △19.3 △394 － △459 － △450 －

（注）包括利益 2023年３月期 △901百万円（－％） 2022年３月期 △475百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 △30.44 － △120.1 △12.7 △5.6

2022年３月期 △15.69 － △32.3 △12.9 △7.0

（参考）持分法投資損益 2023年３月期 △42百万円 2022年３月期 △73百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 2,517 344 11.5 10.10

2022年３月期 3,469 1,287 33.6 40.56

（参考）自己資本 2023年３月期 290百万円 2022年３月期 1,165百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 △500 △82 △70 567

2022年３月期 △479 △54 430 1,221

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2023年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2024年３月期（予

想）
－ － － － － －

１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失のため、記
載しておりません。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）現時点において、2024年３月期の配当金は未定です。



（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,425 3.0 △42 － △54 － △70 － △2.42

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期 28,722,000株 2022年３月期 28,722,000株
②  期末自己株式数 2023年３月期 －株 2022年３月期 －株
③  期中平均株式数 2023年３月期 28,722,000株 2022年３月期 28,722,000株

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の
変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注
意事項等については、添付資料Ｐ３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス対策の緩和に伴い人々の行動制限が順次緩和され、

景気対策等の影響もあり、経済活動の正常化が進んでおります。一方で、エネルギー価格の上昇をはじめとする物

価上昇やウクライナ情勢の長期化の影響により、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。

また、当社グループが所属しておりますインターネット広告市場は、ウクライナ情勢や経済環境の影響を受けた

ものの、インターネット広告費は社会のデジタル化を背景に、前年比114.3％の3兆912億円（株式会社電通「2022

年　日本の広告費」）と引き続き成長を見せております。

このような経営環境のもと、当社グループは「誰もが自分らしく輝ける機会を創る」というビジョンのもと「メ

ディア事業」、「ｅコマース事業」及び「海外事業」の３つの基幹事業の成長継続、収益構造の改善などに取り組

んでまいりました。その中で、既存サービスに加え、企業とインフルエンサーを結びつける「Lemon Square」のサ

ービス展開を拡大させることで、さらなる成長に注力してまいりました。

当連結会計年度における連結業績につきましては、売上高は6,236,043千円（前年同期比10.0％増）、営業損失

は352,020千円（前年同期は営業損失394,374千円）、親会社株主に帰属する当期純損失は874,196千円（前年同期

は親会社株主に帰属する当期純損失450,642千円）となりました。

セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

（メディア事業）

メディア事業は、化粧品業界などの広告出稿が活発化しており、２月に開催致しました「NICE to ME」のイベン

トには、美容業界や化粧品業界などのクライアントに多く出展していただきました。そのような環境下でインフル

エンサーマーケティング事業はYouTuberやInstagramer、TikTokerを中心に前年同期比79.4％成長となったこと

で、売上・利益ともに好調に推移しました。また、当社が強化しているインフルエンサーマーケティングソリュー

ション「Lemon Square」の売上が大きく成長し、「Lemon Square」の売上は前年同期比68.4％増加しました。

この結果、外部顧客への売上高は1,268,969千円（前年同期比25.3％増）、セグメント利益は146,964千円（前年

同期比58.1％増）となりました。

（ｅコマース事業）

ｅコマース事業は、インターネット消費を株式会社マキシムの自社webサイトを中心に新商品やインフルエンサ

ーとのコラボレーション商品の販売などｅコマース売上拡大に重点的に取り組みましたが、中国のロックダウンに

よる仕入れ遅延や円安の影響を受けて伸び悩みました。

この結果、外部顧客への売上高は4,255,113千円（前年同期比0.0％減）、セグメント損失は119,999千円（前年

同期はセグメント損失81,150千円）となりました。

（海外事業）

海外事業は、中国においてはゼロコロナ政策の中でも越境ＥＣ及びSNSマーケティングの運営の強化により、新

たなブランドの越境ＥＣ旗艦店の販売開始などが寄与したことで売上が増加しました。また、インドネシアは新型

コロナウイルス感染症の影響が減り、インフルエンサー広告の更なる拡大に取り組み、売上が順調に推移しており

ます。

この結果、海外事業の外部顧客への売上高は711,960千円（前年同期比77.2％増）、セグメント利益は15,086千

円（前年同期はセグメント損失45,779千円）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は2,266,200千円で、前連結会計年度末に比べ422,817千円減少してお

ります。主な変動要因は、現金及び預金653,352千円の減少、商品及び製品131,160千円の増加などであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は251,321千円で、前連結会計年度末に比べ529,298千円減少しており

ます。主な変動要因は、のれん574,536千円の減少などであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は871,098千円で、前連結会計年度末に比べ55,074千円減少しており

ます。主な変動要因は、短期借入金100,000千円の減少、支払手形及び買掛金61,538千円の増加などであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は1,302,355千円で、前連結会計年度末に比べ46,385千円増加してお

ります。主な変動要因は、長期借入金11,236千円の増加、資産除去債務18,314千円の増加などであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は344,068千円で、前連結会計年度末に比べ943,426千円減少しておりま

す。主な変動要因は、利益剰余金874,196千円の減少であります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ653,352千円減少し、567,880千円とな

りました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは500,011千円の資金の支出（前連結会計年度は479,822千円の支出）となり

ました。これは主に税金等調整前当期純損失883,222千円、減損損失546,281千円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは82,754千円の資金の支出（前連結会計年度は54,497千円の支出）となりま

した。これは主に無形固定資産の取得による支出39,763千円、敷金及び保証金の差入による支出29,600千円などに

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは70,884千円の資金の支出（前連結会計年度は430,820千円の収入）となり

ました。これは主に短期借入金の純減額100,000千円、長期借入金の返済による支出170,884千円、長期借入れによ

る収入200,000千円によるものであります。

（４）今後の見通し

次期につきましては、新型コロナウイルス感染症の経済活動等への影響は未だ不透明な状況が続く中、ウクライ

ナ情勢、円安進行、物価上昇等の影響と合わせて、見通しを立てることは困難な状況にあると考えております。

このような経営環境の中、当社グループは「誰もが自分らしく輝ける機会を創る」というビジョンのもと「メデ

ィア事業」、「ｅコマース事業」及び「海外事業」の３つの基幹事業の確立のため、売上の維持・拡大、経費削減

を進め収益力の改善に努めてまいります。特にメディア事業のインフルンサー領域においては、クライアントの皆

様にとってインフルエンサーマーケティングのソリューションとなる「Lemon Square」を中核事業に据え、インフ

ルエンサー事業の強化、そしてインフルエンサー以外の個人の参加するソリューションの立ち上げなど、新たな時

代におけるトッププラットフォーマーを目指して更なる成長・拡大を進めてまいります。

通期連結業績予想につきましては、売上高は6,425百万円（前年同期比3.0％増）、営業損失は42百万円（前年同

期は営業損失352百万円）、経常損失54百万円（前年同期は経常損失379百万円）、親会社株主に帰属する当期純損

失は70百万円（前年同期は親会社株式に帰属する当期純損失874百万円）を見込んでおります。
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（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、各連結会計年度において営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失、マイナスの

営業キャッシュ・フローを計上したことから、現時点においては継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況が存在しております。

それに対し、当社グループは当該状況を解消すべく、以下に示す課題への対処を的確に行うことにより安定的な

財務基盤を確立し、当該事象が早期に解消されるよう取り組んでまいります。

これらの改善策を状況に応じて適切に推進していくことから、継続企業の前提に重要な不確実性は認められない

と判断しております。

　①基盤収益事業の強化による売上維持・拡大

＜メディア事業＞

『広告サービス』『インフルエンサーマーケティングサービス』において、売上高は安定的に推移してお

り、当連結会計年度の連結売上高に占める構成が20.4％となっております。そのため、当社グループは、当該

事業をさらに強化していくことで、安定した収益獲得を目指してまいります。

具体的には、C Channelグループは、これまで得意としてきた動画メディア、SNS並びにインフルエンサー等

を活用した女性向けマーケティングに加え、クライアントの皆様にとってインフルエンサーマーケティングの

ソリューションとなる「Lemon Square」を中核事業に据え、新たな時代におけるトッププラットフォーマーを

目指しております。

＜ｅコマース事業＞

ｅコマース事業は、現在20代～30代の女性を中心に全国100万人の会員数を誇りコスメECや新規ブランドと

もに堅調に成長しております。当連結会計年度の連結売上高に占める構成が68.2％と当社グループの安定的な

収益の基盤となっております。当社グループは人気インフルエンサーによる韓国ファッションのセレクトショ

ップ『Isn't She？』において韓国の化粧品や美容器具にEC販売の拡大を進めてまいります。

＜海外事業＞

海外事業は、連結売上高に占める構成が11.4％となっております。中国における越境ＥＣおよびSNSマーケ

ティングの運営等の強化、インドネシアにおけるインフルエンサー広告の拡大に注力してまいります。

②積極的投資事業における選択と集中による事業の選別と早期収益化の実現

積極的投資事業については、当社グループとのシナジーが期待できない事業や収益化が困難と判断した事業に

ついては適時適切に処分することを検討してまいります。また、早期収益化の実現のため、当社グループの事業

とシナジーのある他社と積極的に業務提携を締結すること等を通じて、事業の拡大を図ってまいります。

③資金調達や資金繰りの安定化

当社グループは、当面の事業を継続するための資金繰りに支障はないと判断しております。引き続き効率的な

コスト削減に取り組み、事業及び運転資金の安定的な確保のため、取引金融機関等との良好な関係を維持し、財

政状態の健全化を図ってまいります。

④経費の削減

当社グループは、当社グループ事業の強みを確保した上で、引き続き、外注費等の売上原価、販売費及び一般

管理費の削減に努め収益性の改善に注力してまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、現状は、日本基準で連結財務諸表

を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、検討を進めていく方針であ

りますが、現時点においては未定であります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,221,232 567,880

受取手形 － 9,201

売掛金 558,031 617,756

商品及び製品 805,552 936,713

仕掛品 4,357 1,159

貯蔵品 14,873 13,949

その他 91,376 126,458

貸倒引当金 △6,405 △6,919

流動資産合計 2,689,018 2,266,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,314 47,868

工具、器具及び備品（純額） 5,595 4,883

有形固定資産合計 19,909 52,751

無形固定資産

のれん 574,536 －

その他 40,881 77,240

無形固定資産合計 615,418 77,240

投資その他の資産

投資有価証券 22,942 －

繰延税金資産 21,452 13,113

その他 100,896 108,215

投資その他の資産合計 145,291 121,329

固定資産合計 780,619 251,321

資産合計 3,469,637 2,517,522

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

- 5 -

C Channel株式会社（7691）　2023年３月期  決算短信〔日本基準〕（連結）



（単位：千円）

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 263,975 325,514

短期借入金 150,000 50,000

１年内返済予定の長期借入金 160,884 178,764

未払金 214,056 245,706

未払法人税等 3,700 3,584

賞与引当金 25,793 21,380

ポイント引当金 8,929 7,209

その他 98,835 38,939

流動負債合計 926,173 871,098

固定負債

長期借入金 1,244,109 1,255,345

資産除去債務 9,696 28,010

繰延税金負債 － 5,938

その他 2,163 13,061

固定負債合計 1,255,969 1,302,355

負債合計 2,182,142 2,173,453

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 1,802,851 1,802,851

利益剰余金 △644,977 △1,519,173

株主資本合計 1,167,874 293,678

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △2,798 △3,514

その他の包括利益累計額合計 △2,798 △3,514

新株予約権 54,700 13,000

非支配株主持分 67,718 40,904

純資産合計 1,287,495 344,068

負債純資産合計 3,469,637 2,517,522
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

売上高 5,671,261 6,236,043

売上原価 2,693,956 2,993,418

売上総利益 2,977,305 3,242,625

販売費及び一般管理費 3,371,679 3,594,645

営業損失（△） △394,374 △352,020

営業外収益

受取利息 211 146

業務受託料 18,181 9,000

助成金収入 3,729 1,500

為替差益 3,609 15,537

その他 6,308 4,597

営業外収益合計 32,041 30,781

営業外費用

支払利息 8,883 12,086

持分法による投資損失 73,425 42,412

その他 14,601 4,252

営業外費用合計 96,910 58,751

経常損失（△） △459,243 △379,989

特別利益

固定資産売却益 － 1,649

関係会社清算益 6,322 －

新株予約権戻入益 3,750 41,700

特別利益合計 10,072 43,349

特別損失

固定資産除売却損 2,534 302

減損損失 14,450 546,281

事業譲渡損 9,223 －

特別損失合計 26,207 546,583

税金等調整前当期純損失（△） △475,379 △883,222

法人税、住民税及び事業税 1,932 3,511

法人税等調整額 △2,904 14,276

法人税等合計 △971 17,788

当期純損失（△） △474,408 △901,010

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △23,765 △26,814

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △450,642 △874,196

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当期純損失（△） △474,408 △901,010

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △1,372 △716

その他の包括利益合計 △1,372 △716

包括利益 △475,780 △901,726

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △452,015 △874,912

非支配株主に係る包括利益 △23,765 △26,814

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 5,397,700 5,239,303 △9,013,975 1,623,027

会計方針の変更による累計的
影響額

－ － △4,509 △4,509

会計方針の変更を反映した
当期首残高

5,397,700 5,239,303 △9,018,485 1,618,517

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

－ － △450,642 △450,642

資本金から剰余金への振替 △5,387,700 5,387,700 － －

欠損填補 － △8,824,151 8,824,151 －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － －

当期変動額合計 △5,387,700 △3,436,451 8,373,508 △450,642

当期末残高 10,000 1,802,851 △644,977 1,167,874

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △1,425 △1,425 58,450 91,484 1,771,535

会計方針の変更による累計的
影響額

－ － － － △4,509

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△1,425 △1,425 58,450 91,484 1,767,025

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

－ － － － △450,642

資本金から剰余金への振替 － － － － －

欠損填補 － － － － －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1,372 △1,372 △3,750 △23,765 △28,887

当期変動額合計 △1,372 △1,372 △3,750 △23,765 △479,530

当期末残高 △2,798 △2,798 54,700 67,718 1,287,495

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 10,000 1,802,851 △644,977 1,167,874

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

－ － △874,196 △874,196

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － －

当期変動額合計 － － △874,196 △874,196

当期末残高 10,000 1,802,851 △1,519,173 293,678

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △2,798 △2,798 54,700 67,718 1,287,495

当期変動額

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

－ － － － △874,196

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△716 △716 △41,700 △26,814 △69,230

当期変動額合計 △716 △716 △41,700 △26,814 △943,426

当期末残高 △3,514 △3,514 13,000 40,904 344,068

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △475,379 △883,222

減価償却費 13,285 17,813

減損損失 14,450 546,281

のれん償却額 37,674 28,255

持分法による投資損益（△は益） 73,425 42,412

関係会社清算益 △6,322 －

事業譲渡損 9,223 －

新株予約権戻入益 △3,750 △41,700

固定資産除売却損 2,534 －

固定資産売却益 － △1,649

固定資産除却損 － 302

業務受託料 △18,181 △9,000

助成金収入 △3,729 △1,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） △105,153 514

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,010 △4,413

ポイント引当金の増減額（△は減少） △4,546 △1,719

受取利息及び受取配当金 △211 △146

支払利息 8,883 12,086

売上債権の増減額（△は増加） 95,655 △66,907

棚卸資産の増減額（△は増加） 11,977 △126,984

仕入債務の増減額（△は減少） △76,580 61,564

その他 △24,044 △77,156

小計 △452,800 △505,170

利息及び配当金の受取額 211 146

利息の支払額 △8,883 △12,086

業務受託料の収入額 16,363 －

助成金の収入額 3,729 1,500

手数料の支払額 △8,126 －

法人税等の支払額 △30,316 △4,000

法人税等の還付額 － 19,599

営業活動によるキャッシュ・フロー △479,822 △500,011

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,948 △19,926

有形固定資産の売却による収入 111 1,650

無形固定資産の取得による支出 △32,388 △39,763

敷金及び保証金の差入による支出 △19,513 △29,600

敷金及び保証金の回収による収入 2,705 37,834

資産除去債務の履行による支出 － △15,147

長期前払費用の取得による支出 △13,143 △17,143

関係会社の清算による収入 3,822 －

事業譲渡による収入 8,415 －

その他 △557 △657

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,497 △82,754

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 △100,000

長期借入れによる収入 500,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △169,180 △170,884

財務活動によるキャッシュ・フロー 430,820 △70,884

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

現金及び現金同等物に係る換算価額 8,351 297

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △95,148 △653,352

現金及び現金同等物の期首残高 1,316,381 1,221,232

現金及び現金同等物の期末残高 1,221,232 567,880
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

とといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額

（注）２メディア事業
ｅコマース事
業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,013,044 4,256,535 401,682 5,671,261 － 5,671,261

セグメント間の内部売

上高又は振替高
6,421 19,691 － 26,113 △26,113 －

計 1,019,465 4,276,227 401,682 5,697,375 △26,113 5,671,261

セグメント利益又は損失

（△）
92,955 △81,150 △45,779 △33,974 △360,400 △394,374

その他の項目

減価償却費 4,213 4,595 1,628 10,437 2,847 13,285

のれんの償却額 － 37,674 － 37,674 － 37,674

（セグメント情報）

１．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、事業活動の特徴、法的規制等を考慮した経営管理上の区分によって、「メディア事業」、「ｅ

コマース事業」及び「海外事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「メディア事業」は、国内において企業向けに動画の企画・制作・配信を行うサービス等を主な業務としており

ます。「ｅコマース事業」は、国内において主にアパレルや美容機器・コスメ商品などを自社アプリ及びＳＮＳを

通じて販売を行っております。「海外事業」は、アジアを中心に『C CHANNEL』事業の海外展開を主な業務として

おります。

（２）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と概

ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢

価格に基づいております。

（３）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（注）１．　セグメント利益又は損失（△）の調整額△360,400千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

その他の項目の減価償却費の調整額は全社費用であります。

２．　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．　セグメント資産及び負債は、最高意思決定機関が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していな

いため記載は省略しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額

（注）２メディア事業
ｅコマース事
業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,268,969 4,255,113 711,960 6,236,043 － 6,236,043

セグメント間の内部売

上高又は振替高
65,396 49,734 527 115,657 △115,657 －

計 1,334,365 4,304,848 712,487 6,351,701 △115,657 6,236,043

セグメント利益又は損失

（△）
146,964 △119,999 15,086 42,052 △394,072 △352,020

その他の項目

減価償却費 10,884 3,970 1,281 16,136 1,677 17,813

のれんの償却額 － 28,255 － 28,255 － 28,255

減損損失 － 546,281 － 546,281 － 546,281

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（注）１．　セグメント利益又は損失（△）の調整額△394,072千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

その他の項目の減価償却費の調整額は全社費用であります。

２．　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．　セグメント資産及び負債は、最高意思決定機関が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していな

いため記載は省略しております。

４．のれんの減損損失について、「ｅコマース事業」において546,281千円を計上しております。
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前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

１株当たり純資産額 40円56銭 10円10銭

１株当たり当期純損失（△） △15円69銭 △30円44銭

前連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（千円）
△450,642 △874,196

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損

失（△）（千円）
△450,642 △874,196

期中平均株式数（株） 28,722,000 28,722,000

（うち普通株式数（株）） （28,722,000） （28,722,000）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

　　 新株予約権 　　11種類

　　 個数　　　　　505個

　　 普通株式　964,000株

　　 新株予約権 　　11種類

　　 個数　　　　　505個

　　 普通株式　964,000株

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 1,287,495 344,068

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 122,418 53,904

（うち新株予約権（千円）） （54,700） （13,000）

（うち非支配株主持分（千円）） （67,718） （40,904）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,165,076 290,163

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
28,722,000 28,722,000

（１株当たり情報）

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失（△）

であるため記載しておりません。

２　１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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